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研究成果の概要（和文）：公共財ゲームにおいて、ゲームを繰り返し行っても、被験者が公共財への投資額を高
い水準に保つような実験デザインを考案した。具体的には、閾値を設定し、グループ全体でその閾値を達成した
場合、そのグループの被験者全員にリベートを与える制度である。閾値設定という人々の行動を誘導する仕組み
を取り入れることで、我々は、「被験者の公共財への投資額は、公共財ゲームを数回繰り返しても減らさないこ
と」を発見した。

研究成果の概要（英文）：We design a repeated public goods game in which a subject's contribution 
does not diminish over time. Specifically, a group receives a rebate, which is evenly distributed 
among all subjects in the group, if the collective contribution of the group becomes larger than a 
threshold. Contrary to previous literature, we find that subjects do not reduce contribution over 
time if a threshold is set. Subjects tend to act more responsibly and keep contributing to achieve 
the threshold contribution level.  

研究分野：行動経済学

キーワード： 公共財ゲーム　実験経済学

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
支払うコストを負担しなくても、その財やサービスを利用できる、いわゆるフリーライダー問題は公共財あるい
は共有地で起こると言われている。公共財におけるフリーライダー問題を解決するためには、公共財の過少供給
を行う人々に対して制裁を課したり、その人々を一般に公表したりするなど、いわゆる恐怖心や羞恥心を与える
制度が有効であることが実験を介して明らかにされてきている。しかしながら、このような制度では、人々の不
満が高まり、フリーライダー問題を根本から解決したことにならない。そこで、本研究では、公共財におけるフ
リーライダー問題を解決するため、人々が恐怖心や羞恥心を抱かずに協力しあうような制度を発見した。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 

支払うコストを負担しなくても、その財やサービスを利用できる、いわゆるフリーライダ

ー問題は公共財あるいは共有地で起こると言われている。実際、そのフリーライダー問題

が起こる事象は現実社会において多く見受けられる。代表的な例が、東日本大震災後の電

力削減政策である。東日本大震災後、政府が実際に試みた政策は、電力価格の引き上げに

より電力消費を抑制するのではなく、人々の自主性に訴えて節電を促すという政策であっ

た。従来の経済理論では、人々は他人の節電をあてにし、自らの節電を怠る傾向が強いた

め、このような自主性に訴える節電政策はあまり効果がないと考えられてきた。  

 そこで実験経済学では、公共財ゲームにおいて、実際の人々の行動を観察すると、フリ

ーライダー問題は生じているのか、そして、もしフリーライダー問題が生じた場合に、い

かにしてその問題を回避するメカニズムを形成すればよいのかについての考察が進んで

いる。 

 Ledyard (1995) によれば従来の公共財ゲームにおける実験において、公共財ゲームを数

回繰り返すと実験参加者はその公共財に対して貢献額を減少させる、つまり実験参加者は

公共財に対して過少供給になる(フリーライダー化)という現象が明らかにされている。そ

れ以来、公共財ゲームの回数に関わらず、実験参加者の貢献額を減少させないための制度

をいかに形成するのかについて研究がなされてきた。例えば、Fehr and Gather (2003) は、

貢献額を十分供給していない利己的な被験者に他人の利益も考慮する被験者からの制裁を

課す制度を作れば、公共財ゲームを複数回繰り返したとしても、全体の貢献額が減少しに

くくなることを明らかにした。また、Samek and Sheremeta (2014) は、4つの条件、つまり

①ゲームにおいて貢献額を支払った上位 2名の写真を全被験者に見せるという条件、②貢

献額を支払った下位 2名の写真を全被験者に見せるという条件、③全被験者の写真を全員

に見せるという条件、および、④誰の写真も見せない条件、という 4つの条件を実験した。

この実験では、全被験者の写真を全員に見せるという条件と貢献額を支払った下位 2名の

写真を全被験者に見せるという条件の場合に限り、公共財ゲームを繰り返したとしても、

全体の貢献額が減少しにくくなることが明らかになった。 

 しかしながら、従来の研究の問題点として、人々の心に恐怖心や羞恥心を抱かせる条件

を導入しても一時的には全体の貢献額が減少しないが、長期的には、減少することが分か

っている。そこで、本研究では公共財におけるフリーライダー問題を解決するため、人々

が恐怖心や羞恥心を抱かずに皆が協力しあい、かつ政策作成者にとって実現可能であるよ

うな制度の形成を目指し、実験を通して考察する。 
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２．研究の目的 
 

近年、実験を介して公共財におけるフリーライダー問題を解決するためには、公共財の過

少供給を行う人々に対して制裁を課したり、その人々を一般に公表したりするなど、いわ

ゆる恐怖心や羞恥心を与える制度が有効であることが明らかにされてきている。しかしな

がら、このような制度は、現実には実行不可能ではないが、そういった制度のもとでは、

人々の不満が高まり、フリーライダー問題を根本から解決したことにならない。そこで、

本研究では、公共財におけるフリーライダー問題を解決するため、人々が恐怖心や羞恥心

を抱かずに協力しあうような制度を発案し、実験を通して考察する。 
 
 
３．研究の方法 
 

本研究の方針としては、初めに実験条件を考えた。次にその条件が本研究グループが考え

たような結果になるか、パイロット実験を試みた。パイロット実験の結果をもとに実験デ

ザインを作り直し、本実験を実施た。最後に、本実験で得られたデータを分析し、本研究

グループの仮説の真偽を確かめた。以下の図が本研究の進行である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

実験デザイン 

 本研究は、人々の行動を誘導させるようなナッジとインセンティブ政策、つまり正の効果

を導き出すことによって、公共財ゲームにおいてそのゲームを数回繰り返したとしても、

被験者の公共財への貢献額が高い水準のまま保つための条件を作ることが目的である。そ

こで、実験参加者をランダムに 3つのグループに分け、そのグループ内での公共財への合

計貢献額がある額に達成したならば、そのグループ内に所属している被験者たちに公共財

の供給量とプレミアムを支払うという条件を考えた。この条件において、グループ内の一

部の被験者がある目標に向かって他の被験者を誘導する、いわゆるナッジの効果が生じ、

被験者の公共財への貢献額が複数のゲームの実践後にも高い水準のまま変化しないとい

う結果が得られるのではないかと予想した。また、実験を行うにあたって Ztree というソ

フトウェアを用いた。 

データ分析 

 本研究で用いるデータ分析手法は、主に分散分析と回帰分析を用いた。さらに、母集団に

正規性が仮定できない時はノンパラメトリック分散分析や負の二項分布回帰を用いた。統

計ソフトウェアは、Stataを用いてデータ分析をした。 
 
 
 
 
 



４．研究成果 
 
平成 28年度 

人々の行動を誘惑させるような政策、つまり正の効果を導き出すことによって公共財ゲームに

おいてそのゲームを数回繰り返しているにも関わらず、被験者の公共財への投資額が高い水準

を組み立てた。具体的には、閾値を決め、グループ内で投資額の合計が閾値に達成したら、あ

る一定額のお金をグループに所属している人に分配するゲームを作成した。さらにグループで

なく個人でも閾値を設定して、その閾値に投資額が達成すれば、その分のお金をその人に戻す

ゲームを作成した。 

加えて、ある比率を決め、グループ内で投資額の合計にある比率を掛け、その分のお金をグル

ープに所属している人に分配するゲームを作成した。同様に、個人でも比率を設定して、その

比率分のお金をその人に戻すゲームを作成した。 

その後、早稲田大学の政治経済学部にある Ztree というソフトウエアを使い、実験デザインを

検証し、実験デザインを検証し、実験を行いデータを収集した。 

 
 
平成 29年度 

前年度の拡張として、新たな研究デザインを考察し、前年度の実験と比較した。そのデザイン

は、閾値を決め、グループ内で投資額の合計が閾値に達成したら、ある一定額のお金をグルー

プに所属している人に分配するのでなく、赤十字社に募金するゲームを作成した。さらにグル

ープでなく個人でも閾値を設定して、その閾値に投資額が達成すれば、お金をその人に戻すゲ

ームを作成した。加えて、ある比率を決め、グループ内で投資額の合計にある比率を掛け、そ

の分のお金を赤十字社に募金するゲームを作成した。同様に、個人でも比率を設定して、その

比率分のお金を赤十字社に募金するゲームを作成した。 

 
平成 30年度 

最終年は今までの結果を分析した。以下がその結果の表である。ここからわかったことは、グ

ループの場合、閾値を設けた方が比率に比べ投資額が多い。さらに、個人の場合は、比率の場

合の方が閾値の場合に比べ投資額が多いことが分かった。また、赤十字社に募金する場合も同

様の結果が導かれた。 
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